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「専有部分等のリフォームの留意点」 
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はじめに 
 ある新築マンションの購入者は、３６歳でマンションを購入し、２人の子どもを育て上げ、６０代に

入りました。子育て中は手狭でしたが、子どもたちは結婚し独立、いつの間にか部屋が余ってしまって

います。長男夫婦と同居も考えましたが、マンションでの２世帯同居は困難です。まもなく定年退職を

迎え、家にいる時間が長くなります。水回りも老朽化しています。夫婦が快適に暮らせる広いリビング

も欲しくなり、リフォームを考えました。水回りのリフォームと３ＬＤＫの間取りを２ＬＤＫ変更する

リノベーション（全面リフォーム）を行い、２２畳のＬＤＫを作りました。 

 定年退職後、広いリビングで夫婦は快適な時間を過ごし、気が付くと共に７０代後半になりました。 

長年住んだマンションを売却し、夫婦で有料老人ホームに移ることにしました。売却のために内装のリ

フォームを行いました。 

新築マンションを購入された方の中には、このようなライフサイクルの方が多いのではないか思われ

ます。この例からも分かるように、購入から概ね４０年ぐらいの間に少なくとも２回のリフォーム需要

が発生します。 

現在、全国のマンション戸数は、約６１０万戸と言われています。高経年マンションの建替えが思う

ように進まない中、共用部分の修繕工事はもとより、専有部分のリフォームやリノベーションが増えて

行くことが予想されます。今回の調査・研究では、区分所有者や管理組合が専有部分、専有部分と共用

部分が隣接する箇所及び専用使用権のある共用部分リフォームに関する留意点を纏めてみました。 
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１、専有部分と専用使用部分 
 （１）区分所有法における専有部分の定義 

   １棟の建物のうち、構造上区分され、かつ、利用上独立された建物の部分及び附属物 

 

 （２）マンション標準管理規約（以下、「標準管理規約」という）における専有部分の定義 

   ①住戸番号を付した住戸 

   ②天井、床及び壁は、躯体部分を除く部分 

   ③玄関扉は、錠及び内部塗装部分 

   ④共用部分内にある部分以外の専有部分の専用に供される設備 

 

 （３）専有部分の附属物と間違えやすい専用使用権が認められた共用部分の附属物 

   ①窓枠及び窓ガラス、網戸、窓シャッター 

   ②面格子、ルーバー 

   ③バルコニー、屋上テラス（ルーフバルコニー）の附属物 

④規約で共用部分と定められた附属物 

  （花壇、自動火災報知機等に接続されたインターホン等） 

   なお、規約を作成する場合、これらは標準管理規約で言えば、別表第２、別表第４に記載される

事項です。下記の図１に引出線で示す楕円部分が該当する附属物です。 

 

 （図１） 
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２、専有部分の修繕工事と管理組合の関わり 
 平成２８年３月に国土交通省で公表した「マンション標準管理規約」（単棟型・複合型・団地型）にお

いて第１７条（専有部分の修繕等）が次のように改正されました。 

＊下線部分が追加された条文です。 

  

   （専有部分の修繕等） 

第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物に定着する物件 

の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であって共用部分又は他の専有部分に 

影響を与えるおそれのあるものを行おうとするときは、あらかじめ、理事長（第３５条に 

定める理事長をいう。以下同じ。）にその旨を申請し、書面による承認を受けなければなら 

ない。 

（以下、第２～５項を省略） 

  ６ 第１項の承認を受けた修繕等の工事後に、当該工事により共用部分又は他の専有部分に 

影響が生じた場合は、当該工事を発注した区分所有者の責任と負担により必要な措置をと 

らなければならない。 

  ７ 区分所有者は、第１項の承認を要しない修繕等のうち、工事業者の立入り、工事の資機 

材の搬入、工事の騒音・振動・臭気等工事の実施中における共用部分又は他の専有部分への 

影響について管理組合が事前に把握する必要があるものを行おうとするときは、あらかじめ、 

理事長にその旨を届け出なければならない。 

 

 これは、高経年化に伴い増加傾向にある専有部分の修繕工事に関し管理組合の理事会（理事長）がど

のように対応して行けば良いのか“別添２”で考え方を示し、ひいては「専有部分の修繕等に関する細

則」の作成や見直しに当たってのガイドラインを示唆しています。 

 細則を作成もしくは見直しするうえでのポイントはどこかと言えば、第１項下線部分及び第７項によ

る（１）工事内容による異なる手続の規程、（２）手続および審査・承認の流れ、別添２よる（３）施工

基準等、第６項による（４）事故等の発生 です。このうち（１）については、別添２を参考に具体例

を整理してみましょう。 

 

 （１）工事内容による異なる手続の規程 

   ①禁止される工事 

    ア 躯体コンクリートのはつり、穴あけ、解体を伴う工事 

    イ バルコニー・ルーフバルコニー・専用庭への増築工事 

    ウ ディスポーザーの設置工事 

    エ 法令、規約、本細則または他の使用細則に違反する工事 

   ②区分所有者（施主）が管理者（理事長）に対して「届出」を要する工事 

    ア 各戸の玄関錠の交換及び増設 

    イ 各戸の玄関扉のクローザーの交換 

    ウ 内装仕上げ変更 

    エ 壁・天井クロス張替 

    オ カーテンレールの設置・変更 
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    カ 照明器具の更新・増設 

    キ 給湯器、エアコンの設置・更新 

    ク 内装塗装工事 

    ケ その他建物の構造・内装に対して、上記各号と同程度の変更・更新を加える工事 

   ③「届出」が不要な工事 

    ア 電球の取替え 

    イ 水道パッキンの取替え 

    ウ シャワーヘッドの取替え 

    エ 温水洗浄便座の取替え 

   ④区分所有者（施主）が管理者（理事長）に対して「承認」を受ける工事 

    ア 床材及び床下地材、壁材及び壁下地材の変更 

    イ エアコン室外機の設置方法の変更 

    ウ 設備類の配管の変更・更新 

    エ 設備機器（浴槽・浴室、流し台、便器、洗面台、洗濯機パン、蛇口等）の変更 

    オ 契約電力の変更 

    カ 共用部分等の変更を伴う工事 

    キ 専用使用権のある共用部分の工事 

    ク 修繕工事を実施することにより、騒音、臭気、振動、ほこり、その他、他の区分所有者や 

占有者の生活に支障を及ぼす恐れのある工事 

 

（２）専有部分の修繕等に関する細則モデル（改正案）の提示 

以下に、前述の作成もしくは改正のポイントを基に、マンション管理センターで公表している「専

有部分の修繕等に関する細則モデル」を改正した細則モデル（案）を提示します。条文を四角で囲っ

たところが追加されたところです。なお、第３条、第４条、第６条各号は、前項①・②・④を参考に

各マンションの状況に合わせて記載してください。また、前述の改正のポイント（３）施工基準等は

非公表とします。 

専有部分の修繕等に関する細則モデル（改正案） 
（趣旨） 

第１条 この細則は、○○マンション管理規約（以下「規約」という。）第 18 条（使用細則） 

の規定に基づき、規約第 17 条（専有部分の修繕等）に定める専有部分の修繕等に係る承認の 

申請（以下「承認申請」という。）の手続、処理その他の専有部分の修繕等に係る事務に関し、 

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この細則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに 

 よる。 

一 占有者 規約第２条（定義）第三号に規定する区分所有者以外の専有部分の占有者をいう。 

二 共用部分等 規約第２条（定義）第七号に規定する共用部分及び附属施設をいう。 

三 管理組合 規約第６条（管理組合）第１項に規定する○○マンション管理組合をいう。 

四 修繕等 規約第 17 条（専有部分の修繕等）第１項に規定する修繕、模様替え又は建物に 
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定着する物件の取付け若しくは取替えをいう。 

五 理事長 規約第 35 条（役員）に規定する理事長をいう。 

六 総会 規約第 42 条（総会）に規定する総会をいう。 

七 理事会 規約第 51 条（理事会）に規定する理事会をいう。 

八 申請者 届出又は承認申請を行う区分所有者をいう。 

 

（禁止事項） 

第３条 申請者は、次の各号に該当する修繕等を行ってはならない。 

 一 ・・・・・・ 

 二 ・・・・・・ 

 三 ・・・・・・ 

 ・  

 

（届出が必要な修繕等） 

第４条 申請者は、次の各号に該当する修繕等を行う場合には、本細則に定めるところにより、 

理事長に届出なければならない。 

 一 ・・・・・・ 

 二 ・・・・・・ 

 三 ・・・・・・ 

 ・  

 

（届出手続） 

第５条 申請者は、前条に定める修繕等を行おうとする場合には、当該工事の着工１週間前 

までに別記様式第１による工事届出書を理事長に提出しなければならない。 

 

（承認申請手続きが必要な修繕等） 

第６条 申請者は、次の各号に該当する修繕等を行う場合には、本細則に定めるところにより、 

事前に、理事長の申請を得なければならない。 

 一 ・・・・・・ 

 二 ・・・・・・ 

 三 ・・・・・・ 

 ・ 

 

（承認申請手続） 

第７条 申請者は、前条に定める承認申請工事を行おうとする場合には、当該工事の着工３０ 

日前までに、別紙様式第２による申請書及び設計図、仕様書、工程表を理事長に提出して、 

承認申請を行わなければならない。 

２ 理事長は、前項により提出された書面では不十分であると判断した場合は、申請者に対し 

て、追加書類の提出を指示することができる。 
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（承認申請の審査及び却下） 

第８条 理事長は、申請書を受け取ったときは、受領日（前条第２項の場合は、追加書類を受 

取った日、第１０条第２項の場合は、調査費用等負担金の納入があった日）から２０日以内 

に、次条による承認又は不承認を決定し、申請者にその結果を通知するものとする。 

２ 次の各号の一に該当する場合には、理事長は、承認申請を却下しなければならない。ただ 

し、承認申請の不備が補正することができるものである場合において、理事長の指定する日 

までに申請者がこれを補正したときは、この限りでない。 

一 承認を受けようとする日の３０日前までの承認申請でないとき。 

二 申請者が区分所有権を有することを確認できないとき。 

三 承認申請に係る書類に記載漏れがあるとき又は申請書に必要な書類を添付しないとき。 

四 申請書の記載が明らかに申請書の添付書類の記載と抵触するとき。 

 

（工事計画に関する掲示等） 

第９条 前条第２項各号の却下事由に該当しない場合には、理事長は、専有部分の修繕等に係 

る工事計画の周知を図るため、すみやかに所定の掲示場所に、別記様式第３による書面を掲 

示しなければならない。 

 

（調査費用等負担金の納入） 

第 10 条 理事長は、申請を承認するか否かを決定するにあたり、調査等が必要と判断した場合 

は、理事会の決議に基づき、マンション管理士、建築士、建築設備士、弁護士その他マンシ 

ョンの管理又は修繕等に関する専門知識を有する者（以下「専門的知識を有する者」という。 

）に調査等を依頼することができる。また、理事長は、調査等に要する費用（以下「調査費 

用等」という。）の全部又は一部に充当する額（以下「調査費用等負担金」という。）の納入 

を求めることができる。 

２ 申請者は、理事長から調査費用等負担金納入の通知を受けてから、１０日以内の理事長の 

指定する納期日までに、管理組合の預金口座に一括して納入しなければならない。申請者は 

納付した調査費用等負担金について、返還請求をすることができない。 

３ 申請者が前項の納期日までに納付すべき調査費用等負担金の全額を納付したときは、理事長 

は、すみやかに専門的知識を有する者に対し、必要な調査等を依頼するものとする。 

４ 申請者が第２項の納期日までに調査費用等負担金の全額を納入しないときは、理事長は、 

承認申請を却下しなければならない。 

 

（承認又は不承認の決定） 

第 11 条 理事長は、理事会の決議に従って専有部分の修繕等の承認又は不承認の決定をしなけ 

ればならない。 

２ 前項の場合において、次の各号の一に該当するときは、承認の決定をすることができない。 

一 第３条の禁止事項に該当する工事 

二 第１２条の規定により施工基準等を定めた場合において、その施工基準等に著しく違反 

する工事 

三 その他専有部分の修繕等が法令、規約、この細則又は総会の決議に抵触することが明ら 
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かであること。 

３ 理事会は、承認に条件を付して決定することができる。 

４ 専有部分の修繕等の承認又は不承認は、別記様式第４による書面を交付して行うものとする。 

 

（施工基準等） 

第 12 条 専有部分の修繕等に係る材料、施工要領の指定その他の施工基準等については、総会 

（又は理事会）の決議を経て別に定めることができる。 

 

（承認の取消し等） 

第 13 条 次の各号の一に該当する場合には、理事長は、理事会の決議を経て専有部分の修繕等 

の承認を取り消すことができるほか、規約第 67 条（理事長の勧告及び指示等）の規定に基づき 

必要な措置をとることができる。 

一 承認申請と異なる専有部分の修繕等を行ったとき。 

二 専有部分の修繕等の施工並びに工事の機材及び残材の運搬等により共用部分等を毀損し、 

又は汚損したとき。 

三 申請者及び専有部分の修繕等の施工業者等が理事長の勧告又は指示若しくは警告に従わ 

ないとき。 

四 専有部分の修繕等により共用部分等又は他の区分所有者若しくは占有者に著しい影響を 

及ぼすことが判明したとき。 

五 その他専有部分の修繕等が法令、規約、この細則又は総会の決議に抵触したとき。 

２ 前項の措置に要する費用は、申請者の負担とする。 

 

（事故等の発生） 

第 14 条 申請者は、専有部分の修繕等工事の実施により、毀損しあるいは汚損させた場合又は 

他の区分所有者、占有者若しくは第三者に対して損害を与えた場合は、速やかに管理組合に 

報告しなければならない。 

２ 前項の場合、申請者は自らの責任と負担において、原状回復し、生じた損害を賠償しなけ 

ればならない。 

 

（届出書類の保管等） 

第 15 条 理事長は、第５条及び第７条第 1 項に掲げる書面（以下この条において「届出書類」 

という。）を管理事務室、管理用倉庫その他の保管場所に１０年間保管するものとする。 

２ 前項の保管期間を経過した届出書類は、いつでも廃棄することができる。 

３ 理事長は、区分所有者又は利害関係人の理由を付した書面による請求があったときは、届 

出書類を閲覧させなければならない。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場所等を 

指定することができる。 

 

（調査及び事務の委託） 

第 16 条 理事長は、理事会の決議に基づき、本細則に定める事務の全部または一部を第三者の 

専門的知識を有する者に委託することができる。この場合、理事長は、理事会の決議より、第 
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三者に支払う費用を支出することができる。 

 

（紛争解決等の責任） 

第 17 条 専有部分の修繕等に関し、他の区分所有者又は占有者との間に紛争が生じたときは、 

専有部分の修繕等を行う者は、誠実にその紛争の解決又は処理に当たらなければならない。 

２ 前項に規定する場合において、紛争の当事者は、理事会に対して意見を求めることができる。 

 

（細則外事項） 

第 18 条 この細則に定めのない事項については、規約及び総会の決議で定められたところに 

よる。 

 

（細則の改廃） 

第 19 条 この細則の変更又は廃止は、総会の決議を経なければならない。ただし、この細則の 

変更が規約の変更を必要とする事項であるときは、規約の変更を経なければ、することがで 

きない。 

 

（細則原本） 

第 20 条 この細則を証するため、理事長及び理事長の指名する２名の区分所有者が記名押印し 

た細則を１通作成し、これを細則原本とする。 

２ 細則原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面による請求があったとき 

は、これを閲覧させなければならない。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場所 

等を指定することができる。 

３ 理事長は、所定の掲示場所に、細則原本の保管場所を掲示しなければならない。 

 

（原状回復のための専有部分の修繕等に関する特則） 

第 21 条 第９条及び第１０条の規定は、水漏れ、火災等により専有部分に損害が発生した場合 

において、原状回復のために行う専有部分の修繕等には適用しない。この場合において、第 

７条第１項中「及び設計図、仕様書、工程表を理事長に提出して、」とあるのは「及び理事長 

が指示する場合には、その指示する書類を理事長に提出して、」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この細則は、平成○年○月○日から効力を発する。 
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別記様式第１ 届出書（第５条関係） 

 

専有部分の修繕等 工事届出書 

 

○○○○マンション管理組合 

 理事長             殿 

 

 私は、○○○○マンション管理規約第１７条第７項及び専有部分の修繕等に関する細則第５条

の規定に基づき、この届出書により届出ます。 

 

平成  年  月  日 

 

申

請

者 

 氏名（区分所有者名）                                 印 

連絡先 
〒 

電話・携帯 電話   －   －     携帯     －    －     

対象住戸       号室 

専有部分の修繕等の 

工事名称 

 

施工場所又は部位 

（具体的な箇所） 

 

 

 

予定工事期間 

（着工予定日～完成予定日） 

（着工）平成  年  月  日（ ） 

              （完成）平成  年  月  日（ ） 

予定工事時間 

（開始～終了） 

（ 午前 ・ 午後 ）   時   分 

             ～（ 午前 ・ 午後 ）   時   分 

施

工

業

者 

名称（商号）  

事務所の所在地 
〒 

電話・FAX 電話   －   －     FAX     －    －     

特記事項 
 

添付書類 
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別記様式第２ 承認申請書（第７条第１項関係） 

 

専有部分の修繕等 工事承認申請書 

 

○○○○マンション管理組合 

 理事長             殿 

 

 私は、○○○○マンション管理規約第１７条第１項及び専有部分の修繕等に関する細則第７条

第１項の規定に基づき、この承認申請書により承認申請します。 

 

平成  年  月  日 

 

申

請

者 

 氏名（区分所有者名）                                 印 

連絡先 
〒 

電話・携帯 電話   －   －     携帯     －    －     

対象住戸       号室 

専有部分の修繕等の 

工事名称 

 

施工場所又は部位 

（具体的な箇所） 

 

 

 

予定工事期間 

（着工予定日～完成予定日） 

（着工）平成  年  月  日（ ） 

              （完成）平成  年  月  日（ ） 

予定工事時間 

（開始～終了） 

（ 午前 ・ 午後 ）   時   分 

             ～（ 午前 ・ 午後 ）   時   分 

施

工

業

者 

名称（商号）  

事務所の所在地 
〒 

電話・FAX 電話   －   －     FAX     －    －     

承認申請に付帯する申請等 
 

添付書類 
 

 

調査費用請求に関する同意 
□細則第○条第○項により調査費用等納入を同意する。 

 （□欄にㇾ印チエックを入れる。） 
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別記様式第３ 工事計画のお知らせ（第９条第１項関係） 

 

専有部分の修繕等に係る工事計画のお知らせ 

 

対象住戸 号室 

専有部分の修繕等の名称 

（工事名） 

 

施工場所又は部位 

（具体的な箇所） 

 

予定工事期間 

（着工予定日～完成予定日） 

（着工）平成  年  月  日（ ） 

              （完成）平成  年  月  日（ ） 

予定工事時間 

（開始～終了） 

（ 午前 ・ 午後 ）   時   分 

             ～（ 午前 ・ 午後 ）   時   分 

施

工

業

者 

名称（商号）  

事務所の所在地 〒 

電話・FAX 電話   －   －     FAX     －    －     

承認申請に付帯する申請等 
 

書面掲示月日 平成  年  月  日（ ） 

・この書面は、専有部分の修繕等に関する細則第９条第１項の規定により掲示したものです。 

 

 ・ご不明な点については、下記へご連絡下さい。 

 〔連絡先〕 

 

  

（電話）      －   －     （携帯）    －     －      

 

 



12 
 

別記様式第４ 決定通知書（第１１条第４項関係） 

 

決 定 通 知 書 

平成   年   月   日 

     号室        様 

○○○○マンション管理組合 

 

 理事長             印 

 

平成   年   月   日付で貴殿から承認申請があった専有部分の修繕等について

は、つぎのとおり決定しましたので、専有部分の修繕等に関する細則第１１条第４項の

規定により通知します。 

 

なお、決定内容及び該当事項は、□にㇾ印チエックのあるものとします。 

 

 □ 不承認           平成  年  月  日 

 《不承認理由》 

 

 

 

 

 □ 承認            平成  年  月  日 

 《承認条件》 

 

 

 

 

 

 

第１２条 施工基準等（非公開） 
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３、手続および審査・承認の流れ 
 以下に前項細則モデル第５条、第７条、第８条に係る手続および審査・承認の流れを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者が届出又は申請が必要か否か確認 

届出書（別記様式１） 
着工の１週間前 

理事長に提出 

承認申請書（別記様式２） 

着工の３０日以上前 

理事長に提出 

承認申請が必要と判断された場合 

着工 
工事着工予定日 

専門家の調査が必要 

通知から１０日以内 

調査費用を納入 

決定通知書（別記様式４） 

承認の場合 

着工 

追加書類の提出指示 

追加書類提出 

（２０日以内） （２０日以内） （２０日以内） 
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４、問題となる専有部分の修繕例の紹介 
 

（１）タイル張り在来浴室をユニットバスに改修工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 タイル張り浴槽の排水金物は、もともとユニットバスからの排水管を接続できる構造になっていない

ため、既存のアスファルト防水を改修しないと階下に漏水する可能性が高くなります。 

 

（２）エアコンの室外機の設置 

  

 エアコンの床置き室外機の冷媒管が短いと、大規模修繕工事のバルコニーの防水工事を行う際に、床

面から浮かせて工事を行うので、長さに余裕がないと一時的に撤去しなければならなくなり、撤去費用

が自己負担となります。 

 

ユニットバス 
 

排水金物 

・タイル 

・コンクリート躯体 

階下の天井内の共用排水管 
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壁掛け、天吊り型の場合も上裏の塗装を行う際に、１０ｃｍ以上離れていないと塗装用のローラーが

入りません。こちらも一時的に撤去しなければならなくなり、撤去費用が自己負担となります。 

 

（３）電気契約容量アップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共用部分から分岐される各住戸の契約は、一般的に次の１５Ａ、２０Ａ、３０Ａ、４０Ａ、５０Ａ 

６０Ａ（東京電力管内）から選択します。共用部分の幹線の太さが決まっているので、各戸の容量には

上限が決まっています。 

 

メ
䤀
タ
䤀 

   分電盤 
Ｌ 

Ｍ 

Ｐ・Ｓ 

専有部分 

専有部分の容量アップは、共用部分の幹線の許容電力に

よるので、容量の上限が決まっています。 

共用部分 

共
用
部
分
の
幹
線 
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（４）テレビの配線に注意が必要 

 古いマンションではテレビの配線が立て配線になっている場合があるので、管理規約で専有部分のテ

レビ配管・配線及び端子を共用部分とする必要があります。 

 

 

 

 

 
 

①立て配線の場合 

②スター配線の場合 
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（５）フローリングの張替えと騒音 

  ①直貼り工法 

   

 

 

 

 

 

 

 

  ②２重床工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③騒音の種類 

   ア．重い音（重量床衝撃音ＬＨ）人が走り回る、跳んだり、はねたりする音 

   イ．軽い音（軽量床衝撃音ＬＬ）スリッパの歩行音、スプーンの落下音 

  ④旧遮音等級（Ｌ等級）について 

   ア．従来の遮音等級の目安 

遮音等級 Ｌ－３５ Ｌ－４０ Ｌ－４５ Ｌ－５０ 

 

床

衝

撃

音 

走 り ま わ

り、足音 

静かな時に聞こ

える 

遠くから聞こえ

る感じ 

聞こえるが気に

ならない 

ほとんど気にな

らない 

いす、物の 

落下音 

まず聞こえない ほとんど聞こえ

ない 

サンダル音は聞

こえる 

ナイフ等は聞こ

える 

その他 

 

多少飛び跳ねて

も良い 

気兼ねなく生活

できる 

少し気を付ける やや注意して生

活する 

 

   上表（ア）の遮音等級のＬ表示は重量床衝撃音（ＬＨ）及び軽量床衝撃音（ＬＬ）に対して期待

される性能表示です。 

 

床スラブ 

フローリング 

クッション材 

床スラブ 

配管 
支持ボルト 

防振ゴム 

合板 床仕上げ材 
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例えば、直貼りフローリングでＬＬ４０と性能表示があるものは、標準床スラブ厚（１５０ｍｍ）

に直貼りした場合に軽量床衝撃音に対し、上表（ア）のＬ－４０の遮音性能があることを表示して

いるもので、重量床衝撃音に対してその性能を表示しているわけではありません。 

  ⑤新遮音等級（ΔＬＨ及びΔＬＬ） 

   床の遮音性能は、床スラブの厚さ・床の面積・床下の空間・床仕上げ材によって異なります。新 

遮音等級は、総合的な性能表示で、下表（イ）のように階下に伝わる音がどのくらい低減されるか 

で区分し、等級数が大きいほど遮音性能が良くなります。 

 また、下表（イ）は軽量床衝撃音の標記であり、重量床衝撃音については別に標記されています。 

   イ．新遮音等級 

表示する等級 ΔＬＬ－５ ΔＬＬ－４ ΔＬＬ－３ ΔＬＬ－２ ΔＬＬ－１ 

軽量衝撃音 

レベル 

低減量 

下限値 

１２５Ｈｚ帯域 １５ｄＢ １０ｄＢ ５ｄＢ ０ｄＢ －５ｄＢ 

２５０Ｈｚ帯域 ２４ｄＢ １９ｄＢ １４ｄＢ ９ｄＢ ４ｄＢ 

５００Ｈｚ帯域 ３０ｄＢ ２５ｄＢ ２０ｄＢ １５ｄＢ １０ｄＢ 

１ｋＨｚ帯域 ３４ｄＢ ２９ｄＢ ２４ｄＢ １９ｄＢ １４ｄＢ 

２ｋＨｚ帯域 ３６ｄＢ ３１ｄＢ ２６ｄＢ ２１ｄＢ １６ｄＢ 

 

  ⑥管理規約で遮音性能を記載する場合 

   専有部分の修繕等に関する細則で床の張替え時の遮音性能を記載する場合、ΔＬＨ－３、ΔＬＬ 

－３以上の性能を有するように記載することを勧めます。 

 

参考文献：Ｑ＆Ａマンションリフォームのツボ（株）民事法研究会 

     マンション住戸設備改修 （一社）マンションリフォーム技術協会 
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部

位 
工事内容 

申請 

不要 
届出 

要承認 
不可 施工基準・仕様 

組合 専門 検査 

 

窓

周

り 

窓ガラスの交換（新築時と同仕様）  〇     南側引違：厚さ６．８網入透明 北側引違：厚さ６．８網入型 

   〃   （新築時と別仕様）      〇  

２重サッシ（内部枠取付）の取付   〇    トステム ＊＊＊－＊＊＊同等品 

本体の更新      〇  

網戸の網交換  〇     網：黒色 

網戸本体交換  〇     枠：黒色 網：黒色 

 

 

玄

関

扉 

錠交換  〇     ＧＯＡＬ Ｖ－ＬＧ＝５＊＊＊＊同等品 

錠増設      〇  

クローザー交換  〇     ＹＫＫドア＊＊＊－＊＊の附属クローザー同等品 

クローザー撤去      〇  

握り玉、レバーハンドル交換（既存と同仕様）  〇     ＧＯＡＬ Ｖ－ＬＧ＝５＊＊＊＊同等品 

握り玉、レバーハンドル交換（既存と別仕様）      〇  

内部仕上変更  〇     塗装仕上げから塩化ビニール貼りは可 

本体の更新      〇  

 

内

部

仕

上

げ 

壁・天井クロスの張替え  〇     準不燃材料以上の認定を受けたビニールクロス 

床仕上げの更新（新築時と同仕様）  〇      

床仕上げの更新（新築時と別仕様）    〇 〇  畳・絨毯を変更し、フローリングを直貼りする場合ＬＬ－４０以

上の性能を有するものを使用 

枠などの塗装  〇      

間仕切り壁の移動    〇 〇   

間取りの一部変更（壁の移動・撤去など）    〇 〇  ＬＤＫと和室の間仕切りのみ撤去可 

第１２条 施工基準等（参考例） 
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部

位 
工事内容 

申請 

不要 
届出 

要承認 
不可 施工基準・仕様 

組合 専門 検査 

 間取りの全面変更    〇 〇   

カーテンレールの設置・交換  〇      

ベ

ラ

ン

ダ 

仕上げの変更      〇  

物干金物の設置・更新   〇    杉田エース：＊＊＊－＊＊同等品 

固定物設置      〇  

移動可能物設置  〇     １㎡に５０キログラムを超える物は不可 

 

 

 

電

気

設

備 

照明器具の更新  〇      

照明器具の増設  〇      

電話線の引き替え・増設    〇    

光ケーブルの契約会社新規申込み・変更  〇      

契約アンペアの変更   〇    ５０Ａの以下の契約とする 

テレビ端子の増設    〇    

屋外へのアンテナ設置      〇  

インターホンの取替え（住戸独立型）  〇     玄関子機の色は黒又はこげ茶とする 

インターホンの取替え（自火報等連動型）      〇  

 

水

回

り 

の 

 

流し台・便器・洗濯機パン・洗面台の更新   〇    流し台：サンウエーブ＊＊＊＊同等品 

便器：ＴＯＴＯ＊＊＊同等品 洗濯パン：ＴＯＴＯ＊＊＊同等品 

洗面台：ＴＯＴＯ＊＊＊同等品  

水回り機器の変更    〇 〇   

配管設置を伴う設備機器の移動・増設    〇 〇   

ユニットバスの更新    〇 〇   
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設

備 

厨房機器の更新  〇     コンロ・コンビネーションレンジ等の更新 

ディスポーザーの設置      〇  

レンジフードの更新  〇     三菱：＊＊＊＊ 同等品  異なるダクト口径の接続は不可 

 

そ

の

他

の 

設

備 

空調ダクトの変更・更新    〇 〇   

隠ぺい配管の設置・更新    〇 〇   

給湯器の更新   〇    ノーリツ Ｎ２４＊＊＊－＊＊同等品（２４号オートタイプ） 

エアコンの設置・更新  〇     冷媒管は指定のスリーブ穴を通し、室外機はバルコニー及び室外

機置場に平置きとする 

エアコンの室外機の取付けに伴う穴あけ   〇  〇  天吊り金物の既存のボルト位置が異なり穴あけをする場合は鉄

筋を切欠き・切断しない位置に穴をあける 

ガス設備の増設・更新    〇 〇   

躯体コンクリートのはつり、穴あけ、解体      〇  

盗難や事故等による破損箇所の原状復旧 〇 後日      

 


